
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 茨城県 桜川市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率】
（人件費）人件費については、３１．４％で類似団体と比較して高い水準にある。これは職員の平均年齢が４６．８歳と高く、ラスパイレス指数も類
似団体に比較して高いことがあげられる。現在、集中改革プランにより計画的に職員の削減を図っており、退職者に対し新規採用者の抑制を行う
ことで、平成１７年度から平成２７年度の１０年間に１００名程度の削減を実施する予定である。
（物件費）物件費の経常収支比率ついては、類似団体に比較して０．２％下回っている。しかし、前年度対比で０１％上昇しており、類似団体平均
が低下しているため差がなくなってきている。これは、物件費の決算額は減少しているにもかかわらず、収入で経常的な一般財源がそれ以上に
減少しているためである。これからも集中改革プランによる事務事業の見直しを行うとともに指定管理者制度による施設管理の見直し等をおこな
い物件費の削減を図っていく。
（扶助費）扶助費の経常収支比率については、類似団体と比較して０．６％下回っており、対前年度比率で０．１％減少している。今後も、資格審
査等の適正化などにより類似団体の数値を超えないよう努めていく。
（公債費）公債費の経常収支比率は、類似団体と比較しても大きく下回っている。　これは、近年大規模事業が少なかったためであるが今後合併
特例債を活用した事業を実施していくため、比率は上昇していくものと見込まれる。そこで、公債費の額を抑制するために他事業における地方債
の発行を抑制し、プライマリーバランスの黒字が持続できるよう努めていく。
（補助費等）補助費について類似団体平均を大きく上回っているのは、一部事務組合への負担金及び国営霞ヶ浦用水事業事業の負担金、県西
病院組合への負担金等が多額であるためである。平成１９年度に補助金等検討委員会を開催し単独事業補助金の見直し行ったが、それについ
ては平成２０年予算において補助費の削減を実施した。今後も定期的に補助金等検討委員会を開催し、補助金の適正化に努めていく。
（その他）その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、繰出金の額が多額になっているためである。医療費の増加による国
民健康保険特別会計への繰出金や介護保険特別会計、老人保健特別会計への繰出金が増加している。国民健康保険事業に関しては、国民健
康保険税の適正化を図ることにより、一般会計の負担を軽くしていく。
【人件費及び人件費に準ずる費用】
　人件費及び人件費に準ずる費用は、類似団体平均に比較し若干下回っているが、これは人口１人当たりの人件費及び賃金が大きく下回ってい
るためである。しかし、一部事務組合負担金や公営企業への繰出しが類似団体平均を上回っており、今後公営企業の経営健全化に向けた取組
を推進し類似団体平均を上回らないよう努めていく。
【公債費及び公債費に準ずる経費】
　公債費及び公債費に準ずる経費は、類似団体平均を大きく下回ってる。しかし、実質公債費比率及び起債制限比率は、年々増加しており、下水
道事業の進展とともに上昇していく見込みである。そこで、公債費の額を抑制するために地方債の発行を極力抑制し、プライマリーバランスの黒
字が持続できるよう努めていく。
【普通建設事業費】
　普通建設事業の人口１人当たり決算額が減少しているのは、まちづくり交付金事業の事業費減少のためである。類似団体と比較すると大きく下
回っているが、今後合併特例債を利用した事業を実施していく予定であるため、その他の事業費の抑制を図り事業費全体の
額の圧縮を図っていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,721,711 76,533 87,999 ▲ 13.0
賃金（物件費） 118,519 2,437 4,997 ▲ 51.2
一部事務組合負担金（補助費等） 539,743 11,099 6,737 64.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 250,692 5,155 1,224 321.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 243,345 5,004 3,103 61.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 108,796 2,237 1,966 13.8
▲退職金 ▲ 433,042 ▲ 8,905 ▲ 11,425 ▲ 22.1
合計 4,549,764 93,561 94,601 ▲ 1.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.92 9.89 ▲ 0.97
ラスパイレス指数 97.7 95.2 2.5
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,622,228 33,359 63,164 ▲ 47.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 22 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 640,429 13,170 19,567 ▲ 32.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

305,578 6,284 5,291 18.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

280,003 5,758 2,357 144.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 22 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,278,285 ▲ 26,286 ▲ 51,144 ▲ 48.6

合計 1,569,953 32,284 39,279 ▲ 17.8
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移

(%)

実質公債費比率
起債制限比率

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

8.1

H19

7.6

H18

7.3

H17H16H15

15.614.814.2

人口1人当たり決算額
(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値
55,607

159,930

94,601
93,561

人口1人当たり決算額
(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

11,110

84,246

39,279

32,284



普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

2,334,819 47,052 - 57,030 - -

うち単独分 1,200,287 24,189 - 37,129 - -

2,652,444 53,899 14.6 65,235 14.4 0.2

うち単独分 826,905 16,803 ▲ 30.5 35,265 ▲ 5.0 ▲ 25.5

2,271,151 46,704 ▲ 13.3 56,233 ▲ 13.8 0.5

うち単独分 906,750 18,646 11.0 32,240 ▲ 8.6 19.6

過去５年間平均 2,419,471 49,218 0.7 59,499 0.3 0.4

うち単独分 977,981 19,879 ▲ 9.8 34,878 ▲ 6.8 ▲ 3.0
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